
２　貸借対照表関係比率（法人全体のみ）
（表47）

比    率 算    式　（＊１００）
平成12年度
（2000年）

平成13年度
（2001年）

平成14年度
（2002年）

平成15年度
（2003年）

平成16年度
（2004年）

備  考

固 定 資 産 ％ ％ ％ ％ ％

総   資   産 84.3  85.7  85.9  89.7  89.3  
流 動 資 産

総  資   産 15.7  14.3  14.1  10.3  10.7  
固 定 負 債

総   資   金 10.7  9.9  9.2  8.2  7.9  
流 動 負 債

総   資   金 3.6  4.3  3.9  3.3  3.7  
自 己 資 金

総  資  金 85.7  85.8  86.9  88.5  88.5  
消 費 収 支 差 額

総  資  金 0.7  0.8  1.7  0.3  -0.3  
固 定 資 産

自 己 資 金 98.3  99.8  98.8  101.3  100.9  
固 定 資 産

自己資金＋固定負債 87.4  89.5  89.4  92.7  92.7  
流 動 資 産

流 動 負 債 438.8  334.8  361.9  311.6  292.9  
総  負  債

総  資  産 14.3  14.2  13.1  11.5  11.5  
総  負  債

自 己 資 金 16.6  16.5  15.1  13.0  13.0  
現 金 預 金

前  受  金 597.0  449.1  545.5  371.8  307.5  
退職給与引当特定預金（資産）

退職給与引当金 39.0  44.9  47.7  58.3  63.7  
基  本  金

基本金要組入額 99.5  99.6  99.7  99.8  99.9  
減価償却累計額

減価償却資産取得価格（図書を除く） 39.8  41.8  44.7  46.9  48.4  

  　２  「総資金」は負債＋基本金＋消費収支差額を、「自己資金」は基本金＋消費収支差額をあらわす。

15 減価償却比率

[注]１  本表については、「学校法人会計基準」に基づく財務計算書類中の貸借対照表を用いて、表に示された算式により過去５年分の比率を記入するこ
　　　　と。

13 退職給与引当預金率

14 基本金比率

11 負債比率

12 前受金保有率

9 流動比率

10 総負債比率

7 固定比率

8 固定長期適合率

5 自己資金構成比率

6 消費収支差額構成比率

3 固定負債構成比率

4 流動負債構成比率

1 固定資産構成比率

2 流動資産構成比率


